
議案第３７号   

 

   茨城消防救急無線・指令センター運営協議会への加入につ

いて  

 

 地方自治法第２５２条の６の規定によりその例によることとされる同

法第２５２条の２の２第１項の規定に基づき、消防救急無線及び消防指

令に関する事務を共同して管理し、及び執行するため、別紙の規約によ

り、茨城消防救急無線・指令センター運営協議会に加入するものとする。  

 

      令和  ７  年  ３  月  ５  日提出  

 

                日立市長   小  川  春  樹  

 

 

 

 

 

                                 

 （提案説明）  

 茨城消防救急無線・指令センター運営協議会に加入することに伴い、

同協議会規約を変更するため、議会の議決を求めるものであります。  
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   茨城消防救急無線・指令センター運営協議会規約  

 （設置）  

第１条  次条に掲げる市町及び一部事務組合は，消防救急無線及び消防

指令に関する事務を共同して管理し，及び執行することにより，複

雑多様化する消防需要に広域的に対応し，住民の生命，身体及び財

産を保護する責務を全うするため，地方自治法（昭和 ２２年法律第

６７号）第２５２条の２の２第１項の規定に基づき，茨城消防救急

無線・指令センター運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。  

（協議会を構成する市町及び一部事務組合）  

第２条  協議会は，水戸市，日立市，土浦市，石岡市，常陸太田市，高

萩市，北茨城市，笠間市，取手市，つくば市，常陸大宮市，那珂市，

かすみがうら市，小美玉市，茨城町，大洗町，城里町，大子町，茨

城西南地方広域市町村圏事務組合，筑西広域市町村圏事務組合，常

総地方広域市町村圏事務組合，鹿行広域事務組合，稲敷地方広域市

町 村 圏 事 務 組 合 及 び 鹿 島 地 方 事 務 組 合 （ 以 下 「 構 成 団 体 」 と い

う。）をもって構成する。  

（協議会の担任する事務）  

第３条  協議会は，次に掲げる事務を管理し，及び執行する。  

(1)  構成団体の区域における消防救急無線に係る施設の整備及び維持

管理並びに電波法（昭和２５年法律第１３１号）に基づく無線局の

免許その他の無線運用に関する事務  

(2)  構成団体の区域における消防指令に係る施設の整備及び維持管理

並びに災害通報の受信，出動指令その他の指令運用に関する事務  
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(3)  前２号に掲げるもののほか，協議会の運営に必要な事務  

（協議会の事務所）  

第４条  協議会の事務所は，水戸市内原町１３９５番地の１水戸市内原

庁舎内に置く。  

（組織）  

第５条  協議会は，会長及び委員をもってこれを組織する。  

（会長）  

第６条  会長は，構成団体である市町の長並びに構成団体である一部事

務組合の管理者及び副管理者（以下「市町長等」という。）の互選

により選任する。  

２  会長の任期は，２年とする。ただし，補欠により選任された会長の

任期は，前任者の残任期間とする。  

３  会長は，非常勤とする。  

（委員）  

第７条  委員は，会長以外の市町長等をもって充てる。  

２  委員は，非常勤とする。  

 （副会長及び監事）  

第８条  協議会に，委員の互選により副会長６人以内及び監事２人を置

く。  

２  副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けた

ときは，その職務を代理する。この場合において，職務を代理する

副会長は，会長があらかじめ指名する。  

３  監事は，協議会の会計を監査する。  
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４  副会長及び監事の任期は，２年とする。ただし，補欠により選任さ

れた副会長及び監事の任期は，前任者の残任期間とする。  

（職員）  

第 ９ 条  協 議 会 の 担 任 す る 事 務 に 従 事 す る 職 員 （ 以 下 「 職 員 」 と い

う。）の定数及び当該定数の配分については，市町長等が協議によ

り，これを定める。  

２  構成団体の消防長は，それぞれに所属する消防職員のうちから職員

としてふさわしい者を会長に推薦するものとする。  

３  会長は，前項の規定により推薦された者のうちから，第１項の規定

により配分された定数に基づき職員を選任する。  

４  会長は，職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めると

き，又は職員に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行が

あると認めるときは，これを解任することができる。  

（事務処理のための組織）  

第１０条  会長は，協議会の会議（以下「会議」という。）を経て，協

議会の担任する事務を処理するために必要な組織を設けることがで

きる。  

 （会議）  

第１１条  会議は，協議会の担任する事務の管理及び執行に関する基本

的な事項を決定する。  

（会議の招集）  

第１２条  会議は，会長がこれを招集する。  

２  委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは，会長
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は，これを招集しなければならない。  

３  会議の開催の場所及び日時は，会議に付議すべき事項とともに，会

長があらかじめこれを委員に通知しなければならない。  

（会議の運営）  

第１３条  会議は，委員の半数以上が出席しなければ，これを開くこと

ができない。  

２  会長は，会議の議長となる。  

３  会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は，会議で定める。  

（幹事会）  

第１４条  会議へ提案する事項その他協議会が必要と認める事項の検討

をするため，協議会に幹事会を置く。  

２  幹事会の議事その他幹事会の運営に関し必要な事項は，別に定める。  

（構成団体の長等の名においてする事務の管理及び執行）  

第１５条  協議会がその担任する事務を構成団体の長又は消防長の名に

おいて管理し，及び執行する場合においては，協議会は，当該事務

に関する水戸市の条例，規則及び規程（以下「条例等」という。）

を構成団体の当該事務に関する条例等とみなして，当該事務をその

定めるところにより管理し，及び執行するものとする。  

２  水戸市長又は水戸市消防長は，協議会の担任する事務に関する条例

等の制定又は改廃をした場合においては，その旨を会長に通知しな

ければならない。  

３  会長は，前項の規定による通知を受けたときは，その旨を構成団体

に通知しなければならない。  
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（経費の支弁の方法）  

第１６条  協議会の担任する事務の管理及び執行に要する費用は，構成

団体が負担する。  

２  前項の規定により構成団体が負担すべき額は，毎会計年度別に定め

る負担金割合によるものとする。  

３  構成団体は，前項の規定による負担金を，会長が指定する期日まで

に協議会に交付しなければならない。  

 （歳入歳出予算）  

第１７条  協議会の歳入歳出予算は，前条第３項の規定により交付され

る負担金及び繰越金その他の収入をその歳入とし，協議会の事務の

管理及び執行に要する全ての経費をその歳出とするものとする。  

 （歳入歳出予算の調製等）  

第１８条  会長は，毎会計年度歳入歳出予算を調製し，年度開始前に会

議を経なければならない。  

２  協議会の会計年度は，地方公共団体の会計年度による。  

３  第１項の規定により歳入歳出予算が会議を経たときは，会長は，当

該歳入歳出予算の写しを速やかに構成団体及び構成団体である一部

事務組合を構成する市町に送付しなければならない。  

 （予算の補正）  

第１９条  会長は，協議会に係る既定予算の補正を必要と認めるときは，

会議を経て，これを行うことができる。  

２  前条第３項の規定は，前項の場合について準用する。  

 （出納及び現金の保管）  
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第２０条  協議会の出納は，会長が行う。  

２  協議会に属する現金は，会長が会議を経て定める銀行その他の金融

機関に，これを預け入れなければならない。  

 （協議会出納員）  

第２１条  会長は，職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。  

２  協議会出納員は，会長の命を受けて協議会の出納その他の会計事務

をつかさどる。  

３  会長は，出納その他の会計事務の一部を協議会出納員に委任するこ

とができる。  

 （決算等）  

第２２条  会長は，毎会計年度終了後３月以内に協議会の決算を調製し，

会議の認定を経なければならない。  

２  第１８条第３項の規定は，前項の場合について準用する。  

 （財産の取得，処分及び管理の方法等）  

第２３条  協議会の担任する事務の用に供する財産は，構成団体が協議

してそれぞれ取得し，又は処分するものとし，当該財産の管理は，

協議会がこれを行う。  

２  協議会は，前項の財産の管理を行う場合においては，当該管理に関

する水戸市の条例等を構成団体の当該管理に関する条例等とみなし

て，当該管理をその定めるところにより行うものとする。この場合

においては，第１５条第２項及び第３項の規定を準用する。  

（その他の財務に関する事項）  

第２４条  この規約に定めるもののほか，協議会の財務については，地
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方自治法に定める普通地方公共団体の財務に関する手続の例による。  

（協議会の規程）  

第２５条  協議会は，この規約に定めるもののほか，協議会の担任する

事務の管理及び執行その他協議会の運営に関して必要な規程を設け

ることができる。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この規約は，全ての構成団体の議会の議決があった日から起算して

１０日を超えない範囲内において構成団体の長が協議して定める日

から施行する。  

 （経過措置）  

２  この規約の施行の日以後最初に選任される会長，副会長及び監事の

任期は，第６条第２項本文及び第８条第４項本文の規定にかかわら

ず，平成２７年６月３０日までとする。  

附  則  

 この規約は，全ての構成団体の議会の議決があった日から起算して  

１０日を超えない範囲内において構成団体の長が協議して定める日から

施行する。  
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参  考  

 

１  地方自治法抜粋  

  （協議会の設置）  

 第２５２条の２の２  普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部を

共同して管理し及び執行……するため、協議により規約を定め、普通地方

公共団体の協議会を設けることができる。  

 ２  ―略―  

 ３  第１項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なけれ

ばならない。―以下略―  

  （協議会の組織の変更及び廃止）  

 第２５２条の６  普通地方公共団体は、普通地方公共団体の協議会を設ける普

通地方公共団体の数を増減し、若しくは協議会の規約を変更し、又は協議

会を廃止しようとするときは、第２５２条の２の２第１項から第３項まで

の例によりこれを行わなければならない。  
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